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評価調査結果要約表 

 1. 案件の概要 

国名: 中国 案件名： 節水型社会構築モデルプロジェクト（効率的な水資

源管理） 

分野：水資源管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額：4.1 億円 

協力 
期間 

2008 年 6月〜2011年 6 月
（3 年間） 

先方関係機関：国際経済技術合作交流センター、中央政府水利

部（国際合作科技司水資源司、水資源司、政策法規司）、鄭州

市供水節水弁公室、淄博市水資源管理弁公室、北京市水務室 

日本側協力機関： 

他の関連協力: 

1.1 協力の背景と概要 
中国は人口増加、工業化・経済発展により水不足が顕在化し、一人当たりの水資源量は世界平均

の1/4程度（約2,100m3／年）である。2030年には人口が16億人に達する見込みであり、利用でき

る水量が限界に近づくことが予測されている。このため、中国政府は、効率的な水資源管理・利

用を行う節水型社会の構築を国家目標として掲げ、水資源管理を担当する水利部は、全国に節水

型社会を推進するためのモデルを設置し、「節水型社会建設“十一五”計画」を策定した。また国、

省レベルで100以上の節水型社会構築指定都市を選定し、国および地方行政レベルで節水型社会

の構築に取り組んでいる。しかし、同計画実現のために、節水を促進するための法制度や社会の

節水に対する意識の遅れ等の課題があった。このため、水利部は効率的な水資源管理、節水技術

および節水意識の高い日本に対して、節水型社会構築を推進するための技術協力を要請してき

た。 
1.2 協力内容 
(1) 上位目標 
日中技術協力の成果を活用しながら、中国全土で節水型社会構築が促進される。 
(2) プロジェクト目標 
中国において節水型社会構築に必要となる効率的な水資源管理のための制度が強化される。 
(3) 成果 

1) 効率的な水資源に関して、中国と日本の制度比較を通じて、中国の制度上の課題を抽出し、

制度改善（案）を提示する。 
2) 河川の維持流量をモデル河川で設定・検証し、設定方法についての維持流量設定ガイドラ

イン（案）が作成される。 
3) 効率的な利水計画をモデル河川で策定・検証し、地下水管理や水質改善のあり方も含めた

利水計画策定方法についてのガイドライン（案）が作成される。 
4) 成果１～３の結果を踏まえ、節水型社会構築に資する効率的な水資源管理のための総合的

な制度改善（案）が作成され、研修を通して水資源管理者の能力が向上する。 
5) 節水型社会構築のための水利用者に対する研修及び住民・児童・学生に対する普及・啓発

活動を行う能力が強化される。 



 

ii 

(4) 投入実績 
日本側： 
専門家派遣 63.1 人月（8 名） 機材供与 約 2,700 万円相当 
ローカルコスト負担 167 万人民元 研修員受入 6 名 

相手国側： 
カウンターパート配置 水利部：12 名、鄭州市：8 名、淄博市：8 名 
ローカルコスト負担 水利部：151 万人民元、鄭州市・淄博市：放流実験費、交通・旅費

負担等 
その他 北京、鄭州市、淄博市のプロジェクト事務所スペースの提供等 

 

 2. 評価調査団の概要 

調査者 日本側調査メンバー： 
(1)総括：須藤和男、JICA 地球環境部課題アドバイザー（事業管理） 
(2)計画管理：稲岡美紀、JICA 地球環境部水資源・防災グループ水資源第一課 
(3)評価分析：井田光泰、インターワークス（株）シニアコンサルタント 
中国側評価メンバー： 
(1)陳 明、水利部水資源司 副巡視員 
(2)管恩宏、水利部水資源司 節水処 処長 
(3)朱厚華、水利部水資源司 節水処 

調査期間 2009 年 11 月 8 日〜25 日 評価種類：中間レビュー 

 3. 評価結果の概要 

3.1 プロジェクトの主な実績 
PDM の指標に沿った主な到達状況は以下の通り。 

主要指標 実績 

プロジェクト目標：中国において節水型社会構築に必要となる効率的な水資源管理のための制度が強化さ

れる 

総合的な水資源管理制度改善案の

完成 

これまで 3 回の検討会を経て、2009 年 9 月に改善案のもととなる

「中国の水資源管理制度に関する検討内容（案）」が作成され、

日中双方で内容を確認した。 

成果１：効率的な水資源に関して、中国と日本の制度比較を通じて、中国の制度上の課題を抽出し、制度

改善（案）を提示する。 

中国の水資源管理制度の課題抽

出・改善策検討 

現状把握・他組織との協議のためのヒアリング（合計 39 回実施）、

検討会（3 回開催）を通して、課題抽出と改善案の方向性が行わ

れた。 

節水型社会構築に関するテキス

ト・冊子の作成 

ヒアリングとセミナー等を通してテキスト・冊子作成のための資

料が収集・整理された。 

水資源管理制度改善案の作成 「中国の水資源管理制度に関する検討内容（案）」が作成された。 

成果２：河川の維持流量をモデル河川で設定・検証し、設定方法についての維持流量設定ガイドライン（案）

が作成される。 

維持流量設定手法の理解促進とモ OJT を通して、現地踏査、水文観測データの収集、河川測量等の
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デル河川での維持流量設定案の検

討 

作業が行われ、モデル河川での維持流量設定（案）が作成された。

小セミナーを 23 回実施して、カウンターパートの理解促進を図

った。 

維持流量設定ガイドライン（案）

の作成 

鄭州市の賈魯河では 2009 年 8 月に 5 日間の放流実験が行われ、

設定維持流量の妥当性を確認した。淄博市の孝婦河では 11 月に 5

日間の放流実験が行われ、妥当性が検証される予定。 

成果３：効率的な利水計画をモデル河川で策定・検証し、地下水管理や水質改善のあり方も含めた利水計

画策定方法についてのガイドライン（案）が作成される。 

利水計画策定手法の理解促進とモ

デル河川での利水計画案の検証 

現地踏査、水文観測データの収集、河川モデルの作成等の作業を

行い、モデル河川での利水計画（案）が作成された。小セミナー

を 23 回実施して、カウンターパートの理解促進を図った。 

利水計画策定ガイドライン案の作

成 

日本の手法を参考に、現地調査、資料収集、河川モデルの作成、

基準地点の設定、基準地点流量の設定、ダム運用計画の作成、利

水シミュレーションの実施、フィードバックというフローチャー

トが作成された。今後、利水計画設定ガイドライン（案）を作成

予定。 

成果４：成果１～３の結果を踏まえ、節水型社会構築に資する効率的な水資源管理のための総合的な制度

改善（案）が作成され、研修を通して水資源管理者の能力が向上する。 

総合的な制度改善案のとりまとめ 総合的な水資源管理制度改善（案）を構成する水資源管理制度改

善（案）、維持流量設定ガイドライン（案）、利水計画ガイドライ

ン（案）を 2010 年 3 月完成を目指して作成中である。 

800 名の水資源管理者への技術研

修 

2010 年 3 月以降に実施予定。 

成果５：節水型社会構築のための水利用者に対する研修及び住民・児童・学生に対する普及・啓発活動を

行う能力が強化される。 

1200 名の水資源管理者への普及研

修 

これまでのセミナー・ワークショップの開催実績は 15 回で、延

べ参加者数は 573 名（鄭州市、淄博市、北京市など約 10 都市の

自治体職員が参加） 

500 名の水資源管理者が普及啓発

活動、節水技術研修の開催を行う 

鄭州市、淄博市で各１回開催し、参加者数は 220 名。 

 
3.2 ５項目評価の概要 
(1) 妥当性 
2010 年を目標とする中国政府の「節水型社会構築第 11 次５ヵ年計画」では、水の効率的利用を

促す法規体系が不完全であること、社会全体の節水意識の低さ等が解決するべき課題として挙げ

られており、本プロジェクトのプロジェクト目標・成果目標に合致している。モデル河川（鄭州

市の賈魯河と淄博市の孝婦河）は、水質汚濁、環境流量の枯渇、過剰な揚水による地下水位の低

下などの課題を抱えており、課題解決のモデルという意味で適切な選択であった。ただし、２つ

の河川は流量が尐ないなど類似性が高く、全国展開を図るためには南の流量の多い河川を今後考
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慮していくことが必要である。日本では工業用水の再利用率が約 79%（2007 年の経済産業省経

済統計）、上水道の漏水率は 7.8%（2003 年厚生労働省水道統計）など、効率的な水利用が進んで

おり、市民の節水意識も高い。このため、中国側から日本の経験を普及啓発活動に取り入れるこ

とに高い協力ニーズがある。中国に対する JICA 国別援助計画の中で、「環境問題など地球規模の

問題に対処するための協力」を重点分野としており、日本の援助政策にも合致している。 
 
(2) 有効性 
総合的な制度改善（案）の作成に向けた作業は順調な進捗状況にある。これまでに、中国の水資

源管理制度に関する検討内容（案）、モデル河川の利水計画（案）と維持流量設定（案）が作成

され、2010 年 3 月までに、北京と２モデル都市との間でガイドライン案の内容すり合わせを行

った後、原案が取りまとめられる見込みである。モデル都市のカウンターパートは OJT を通し

て利水計画作りと維持流量設定の方法・手順の理解を深めているが、まだプランニング能力は不

足しており、今後の課題である。これまでに取り組まれた節水技術研修も、参加者の意欲・理解

度は高いものの、研修の評価・フォローアップが実施されていないため、学習効果は把握されて

いない。プロジェクト後半では普及啓発活動を積極的に実施することが予定されているため、実

効性のある普及啓発活動の考案・試行が期待される。 
 

(3) 効率性 
日中の専門家、機材、日中のローカルコスト負担は計画通り実施されている。北京、２つのモデ

ル都市での活動も実施計画通りの進捗状況にある。専門家チームと北京・２モデル都市のカウン

ターパートは毎週定例ミーティングを持ち、プロジェクトの進捗管理を行っている。プロジェク

ト開始時から、制度改善案を完成させるために日中双方の主要メンバーによる検討会が設置され

た。しかし、これまで会議の開催が不定期であり、実効性の高い改善案を計画通り作成するとい

う点で懸念がある。モデル都市で実際にプロジェクトの成果である利水計画を導入するために

は、市当局など上位機関を積極的に巻き込んでいくことが重要になる。プロジェクト後半には研

修・普及啓発が中心的な活動となるため、実施体制、予算確保、研修・普及の人員確保と人材育

成、実施アプローチ、研修後の評価・フォローアップ等について具体的なプラン作りが必要であ

る。 
 
(4) インパクトの見込み 
本プロジェクトで作成される総合的な水資源管理制度改善（案）には一元的な利水管理の導入な

どこれまでの中国における水資源管理の手法を改善する新たな政策提言が含まれるため、政策的

なインパクトは極めて大きい。ただし、プロジェクトの枠内では制度改善案を提示するだけであ

り、その後、政策・制度の確立までの体制（例えば水利部内のワーキンググループの設置）やプ

ロセスは明確でないため、具体的なロードマップが必要である。中国北部地域の河川では、一年

を通して極めて河川の流量が尐なく、河川維持流量がほとんど確保できていない河川がほとんど

である。本プロジェクトを通じて確保すべき河川の維持流量が政策目標として設定されることに

より、河川環境の改善が見込まれる。また、本プロジェクトで実効性の高い普及啓発の体制と仕

組みが導入されれば、節水の指定都市を中心に広く活用されることが期待される。 
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(5) 自立発展性の見込み 
プロジェクト開始後、節水型社会構築を推進する方針やそのためのアプローチに変更はなく、政

府方針は継続されることが見込まれる。総合的な水資源管理制度改善（案）の検討会が政策面・

制度面の改善を提案するが、現時点ではプロジェクト後、検討会がどのように水利部に継承され

るか明確でない。節水技術研修や水資源管理制度に関する研修については、センターが積極的に

本プロジェクトの実施を通じて得た成果をプロジェクト後、全国の水資源管理者向けに普及する

必要がある。モデル都市では、OJT を通じて中国側の人材が育成されており、プロジェクト後半

には、育成された人材が上位機関との協議を行い、策定された利水計画を政策として認知される

よう働きかけることが期待される。本プロジェクトで提案される利水計画作成ガイドライン

（案）、維持流量設定ガイドライン（案）は全国において適用できる共通事項を含んでおり、全

国で参考となる手法である。節水型社会構築指定都市においては、水利部局に市民向けの普及啓

発を担当する部署があり活動実績がある。普及啓発のための予算も毎年計上されていることか

ら、プロジェクト後の継続性は高いと想定される。 
 
3.3 結論 
節水型社会構築は中国政府の重要な政策課題の一つであり、プロジェクトの妥当性は高い。日中

双方のプロジェクトの投入は計画通りで、プロジェクトの成果目標もほぼ計画通りに達成されて

いる。日中双方で十分な検討を積み上げることで、実効性のある水資源管理制度改善案を作成で

きる見込みである。プロジェクトによる水資源管理制度の改善案が実際に制度として導入されれ

ば、効率的な水利用を大きく向上させる可能性がある。プロジェクトで実施中の技術研修や普及

啓発活動については、有効な実施方法を確立できれば、節水型社会構築指定都市を中心に広範な

自治体で活用されると思われる。研修・普及啓発活動、水資源管理制度の改善の仕組みや体制作

りはまだ十分ではなく、プロジェクト後半の重要な課題である。 
 
3.4 提言 
水利部への提言 
 水資源管理制度改善案の検討会を月１回を原則として頻繁に開催すると同時に、水利部幹部

への検討内容のブリーフィングとフィードバックを確実に行うこと 
 制度改善案の制度化プロセスや課題について、中国・日本側双方で継続的な情報・意見交換

を行うこと 
 節水技術研修プログラムの確立と実施体制の構築（予算措置、実施主体の明確化含む）を行

うこと 
国際経済技術合作交流センター、モデル都市のカウンターパート、専門家チームへの提言 
 研修・啓発の実施・評価・フォローアップの方法と普及啓発キットなど実効性の高いツール

開発を検討し、実施計画案を早期に作成すること。 
 モデル都市での成果をもとに、2 都市のカウンターパートが上位機関との協議を積極的に行

い、策定された利水計画が政策として認知されるよう働きかけること。 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

（1） 案件の背景と概要 
中国（面積960万km2、人口13.28億人（2008年））では、人口増加および工業化・経済発展に伴

い水不足が深刻化しており、水の確保が開発における大きな課題のひとつとなっている。同国の

水資源には、一人当たりの水資源量が約2,100m3／年と世界平均の1/4程度にすぎない、地域的偏

りが大きい（南方に多く偏在）、降雨時期が夏季の数ヶ月に集中しているなどの特徴がある。ま

た、全国の2/3の都市に程度は異なるが水不足が生じ、平年的な全国の水不足は400億トンに達し

ており、水資源量の地域的な不均衡の是正のため、同国では南方（長江）の水資源を北方に導水

する「南水北調」事業を実施中である。一方、2030年頃には同国の人口は16億人に達する見込み

であり、利用できる水量が限界に近づくことが予測されている。 

このような状況のもと、中国政府は水資源の不必要な損失と浪費を減らし、また効率よく水資

源を利用することを目的とし、社会全体で効率的な水資源管理・利用を行う節水型社会の構築を

国家目標として掲げた。水資源管理を担当する水利部は、「節水型社会建設“十一五”計画」を

策定し、国、省レベルで100箇所以上の節水型社会構築指定都市を選定し、国および地方行政レベ

ルで節水型社会の構築に取り組んでいる。 

「節水型社会建設“十一五”計画」では、中国が抱える課題として、水資源利用方法が粗放的

であること、水資源の効率的利用を促進するためのメカニズムが未整備であること、水量が不足

しているために生態環境の劣化が激しいこと、節水を促進するための法制度整備が遅れているこ

と、社会の節水に関する意識強化が遅れていること、などを挙げているが、具体的な対策につい

ては未だ検討段階である。 

このような背景のもと、水利部は効率的な水資源管理、節水技術および節水意識の進んだ日本

に対して、節水型社会構築を推進するための技術協力を要請してきた。JICAは事前調査団を2007
年9月および12月の二度に亘り派遣して水利部との協議を行い、主に効率的な水資源管理に係る制

度整備および能力開発により、中国の節水型社会構築に寄与するとの方針のもと、技術協力を行

うこととした。本プロジェクトは2008年4月29日にJICAと水利部との間で署名された討議議事録

（R/D）に基づき、日中双方で必要な投入を行い、プロジェクトの実施・管理を行ってきた。 

1-2 プロジェクトの概要 

【プロジェクト名】 
中華人民共和国「節水型社会構築モデルプロジェクト」 

【対象地域】 
中央政府（水利部）、 
モデル都市（鄭州市、淄博市）、 
パイロットサイト（賈魯河ｼﾞｬｰﾙｰﾊｧ、孝婦河ｼｬｵﾌｰﾊｧ） 

【協力期間】 
2008 年 6 月～2011 年 6 月（3 年間） 

【上位目標】 
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日中技術協力の成果を活用しながら、中国全土で節水型社会構築が促進される。 
【プロジェクト目標】 

中国において節水型社会構築に必要となる効率的な水資源管理のための制度が強化される。 
【成 果】 

(1) 効率的な水資源に関して、中国と日本の制度比較を通じて、中国の制度上の課題を抽出

し、制度改善（案）を提示する。 
(2) 河川の維持流量をモデル河川で設定・検証し、設定方法についての維持流量設定ガイド

ライン（案）が作成される。 
(3) 効率的な利水計画をモデル河川で策定・検証し、地下水管理や水質改善のあり方も含め

た利水計画策定方法についてのガイドライン（案）が作成される。 
(4) 成果１～３の結果を踏まえ、節水型社会構築に資する効率的な水資源管理のための総合

的な制度改善（案）が作成され、研修を通して水資源管理者の能力が向上する。 
(5) 節水型社会構築のための水利用者に対する研修及び住民・児童・学生に対する普及・啓

発活動を行う能力が強化される。 
【投 入】 

長期専門家（2 名：チーフアドバイザー/水資源管理、業務調整/研修・啓発） 
短期専門家：節水政策・制度、啓発活動、河川環境、地下水管理、生態環境、河川観測（水

資源管理）、利水計画、水再生利用、その他日中双方が必要と認める分野 
その他、機材、本邦研修等 

 

1-3 プロジェクト開始後の経緯 

2009年5月までに、モデル河川における現地調査等を踏まえ、利水計画ガイドライン（案）の作成

に関し、実施内容の追加が検討された。2009年6月5日に行われた合同調整委員会において以下の事項

が確認された。 

· モデル河川における水利用上の課題として、水質管理及び地下水管理の検討が必要と考えられ、

モデル都市担当者との議論の結果、賈魯河については地下水管理、孝婦河については水質管理

にかかる検討を追加する。 

· 利水計画策定方法についてのガイドライン（案）の策定にあたっては、これらの成果を活用し、

水質管理及び地下水管理に関する項目を記述する。 

· 水資源管理制度検討会は今までに 3 回実施され、今後は水利部水資源司担当者の積極的な関与

によって水資源管理制度の充実についての検討を促進する。 

· 節水に関する普及啓発拠点など効果的な普及啓発手法については、引き続き積極的に取り組む。 

これに伴い、PDM及びPOを変更した。変更事項は以下の通り。 

PDM の変更事項 
1） 指標について 

指標の記述をより具体化すると共に、日中協働作業を通じて行うことを明確化した。また、各

指標の達成がほぼ同時期となることから、目標期限は記載しないこととした。 

2） 成果３について 
地下水管理及び水質改善のあり方を利水計画ガイドラインに反映させることを明確化した。 
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3） 活動 3-8、3-9、3-10 について 
モデル河川流域において新たに実施する地下水管理及び水質改善のあり方に関する検討を追加

し、利水計画ガイドラインにこれらの検討結果を反映させることを明確化した。 

4） その他 
必要に応じ用語の適正化を行った。 

PO の変更事項 
活動 3-8、3-9、3-10 について 

PDMの変更と整合を図った。追加する活動3-8、3-9については、第2年次の第2四半期から第3
年次の第1四半期に実施することとした。 

1-4 評価調査団の概要と目的 

プロジェクト実施期間の半ばに到達した今般、以下の事項を目的として中間レビュー調査を行う。 

1) プロジェクト活動の進捗及び現状を確認する。 
2) プロジェクト目標の達成度、事業の効率性、今後の自立発展性の見通しなどを評価する。 
3) 同結果を踏まえ、今後取るべき対応や、必要に応じプロジェクトデザインの改訂について関

係者と協議を行う。 
4) 評価結果を中間レビュー調査報告書にまとめる。 

1-5 評価者の構成 

日本側および中国側評価メンバーからなる日中合同評価チームを以下の通り編成した。 

＜日本側調査団メンバー＞ 
 氏名 担当分野 所属 派遣期間 
① 須藤 和男 総 括 JICA 地球環境部課題アドバイザー（事業管理） 11月 15日～26日 
② 稲岡 美紀 計画管理 JICA 地球環境部水資源・防災グループ水資源第一課 11月 15日～28日 
③ 井田 光泰 評価分析 （株）インターワークス・シニアコンサルタント 11 月 8 日～26 日 

 
＜中国側評価メンバー＞ 

 氏名 所属 
① 陳 明 水利部水資源司 副巡視員 
② 管恩宏 水利部水資源司 節水処 処長 
③ 朱厚華 水利部水資源司 節水処 

 

1-6 評価方法 

1-6-1 評価の手順 

評価実施時点までのプロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成状況等について確認し、質問票

による調査及びプロジェクト対象都市で各関係者に対する面談を実施した。これにより得られた評価

調査結果は双方による討議の上、合同評価報告書としてまとめられた。 
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1-6-2 評価の視点 

評価5項目の視点に沿って次のようなプロジェクトに対する評価項目を設定した。 

（1） 妥当性 
· 節水型社会・水資源管理強化に向けた国家政策・制度に変化はないか。 
· 節水型社会・水資源管理強化は、全国レベル或はモデル地域での行政・産業・住民のニーズと

合致しているか。 
· 案件の主旨は、日本政府のODA政策と合致しているか。 

 
（2） 有効性 

· プロジェクトによって、効率的な水資源管理制度はどの程度強化されたか。 
· 「日中の制度比較を通じた中国の制度課題の抽出と制度改善案の提示」との成果目標はどの程

度達成されたか。 
· 「河川の維持流量をモデル河川で設定・検証し、設定方法についての維持流量設定ガイドライ

ン（案）が作成される。」との成果目標はどの程度達成されたか。 
· 「効率的な利水計画をモデル河川で策定・検証し、地下水管理や水質改善のあり方も含めた利

水計画策定方法についてのガイドライン（案）が作成される。」との成果目標はどの程度達成

されたか。 
· 「成果１～３の結果を踏まえ、節水型社会構築に資する効率的な水資源管理のための総合的な

制度改善（案）が作成され、研修を通して水資源管理者の能力が向上する。」との成果目標は

どの程度達成されたか。 
· 「節水型社会構築のための水利用者に対する研修及び住民・児童・学生に対する普及・啓発活

動を行う能力が強化される。」との成果目標はどの程度達成されたか。 
· 成果1～5の達成による組織・CPの能力はどの程度強化されたか。 

 
（3） 効率性 

· プロジェクトの投入は当初計画通りのタイミングで適正量であったか。 
· 投入は予定された活動を実施する上で有効に活用されているか。 
· プロジェクトの実施アプローチ、指標目標、スコープは事業規模・実施期間に対して適正か。 
· モデルサイトでの成果はどのような方法・プロセスで中央レベルの改善案・ガイドライン作り

に反映されるのか。 
 

（4） インパクト 
· 「日中技術協力の成果を活用しながら、中国全土で節水型社会構築が促進される。」との上位

目標はどの程度達成される見込みか。 
· ガイドライン策定に向けた活動、研修・啓蒙活動等によるインパクト発現が見られるか。 

 
（5） 自立発展性 

· 政策面・法制度面での節水型社会構築や効率的な水資源管理の継続性は高いか。 
· 総合的な制度改善（案）を制度化するための体制・システムは確立しているか。 
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· プロジェクトで実施したプランニング、調査手法などは定着するか。 
· プロジェクトで実施する広報・教育活動は継続されるか。 
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第2章 プロジェクトの実績と現状 

2-1 投入実績 

2-1-1 日本側の投入 

（1） 現地業務費 
2008年6月からこれまでの日本側投入は、プロジェクト管理に関する現地業務費とモデル河川に

関する投入額を含めて、合計1,671,062人民元である。 

現地業務費（北京分） 
支出項目 2008 年 6 月〜2009 年 9 月 

航空賃・旅費 130,517 
謝金報酬 56,481 
会議費 20,641 
一般業務費 375,670 
合計 583,309 

 
モデル河川に関する投入実績 

支出項目 2008 年 6 月〜2009 年 3 月 
業務管理費（傭人費、消耗品費、旅費・交通費、資料作

成費、借料損料費） 
805,889 

携行機材費 170,451 
報告書作成費 22,195 
ローカルコンサルタント契約 89,218 
合計 1,087,753 

（単位：人民元） 
 
（2） 専門家の投入 

専門家は北京の専門家チームと２モデル都市を対象とした専門家チームで構成され、これまで

の投入は合計15名（63.1人月）である。専門家投入実績と担当分野は以下の通り。 

北京の専門家チームの投入実績（2008 年 6 月〜2009 年 10 月） 
  分野 人数 合計月数 

1 チーフアドバイザー/水資源管理 1 16.2 
2 業務調整/研修・啓発 1 16.2 
3 節水政策・制度 3 0.7 
4 河川環境 1 0.3 
5 啓発活動 1 0.7 
6 水再生利用 1 0.3 
 合計 8 34.4 

 
２モデル都市の専門家チーム投入実績（2008 年 6 月〜2009 年 10 月） 

  分野 人数 合計月数 
1 総括/水資源管理/利水計画 １ 9.5 
2 副総括/生態環境/河川環境 １ 7.5 
3 河川観測/水文・水理 １ 2.7 
4 水資源配分/水利権 １ 3.8 
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5 地下水管理 １ 1.1 
6 水質改善計画 １ 1.1 
7 業務調整/流域情報 １ 3.0 
 合計 7 28.7 

 
（3） 本邦研修 

2009年2月に2週間の本邦研修が実施され、6名が参加した（水利部3名、淄博市3名）。河川整備・

流域管理についての講義・視察と自治体（福岡）での再生水利用事業等の視察をおこなった。2009
年11月には2回目の本邦研修に水資源司副巡視員含めて13名が参加予定（水利部4名、鄭州市4名、

山東省と淄博市3名、北京市2名）。 

（4） 機材供与 
プロジェクト活動促進のために、車両（水利部、鄭州供水節水弁公室、淄博水資源管理弁公室

に各1台）、デジタルカメラ、ビデオ、プロジェクター等が供与された。また、モデル河川用に、

可搬式流速計、簡易水質測定キット、水位観測機器、データ管理用ソフトウエア等が供与された。 

2-1-2 中国側の投入 

（1） カウンターパート予算 
北京での具体的な支出額は下表の通り。 

国際経済技術合作交流センターの投入実績（北京分） 
支出項目 2008 年 6 月〜2009 年 11 月 

人件費 640,000 
旅費・交通費 190,000 
会議・セミナー費 66,000 
車両代（ガソリン代、保険料等） 48,000 
事務管理費（事務所賃料等） 570,000 
合計 1,514,000 

（単位：人民元） 
 

また、２つのモデル都市は、モデル河川の放流費用（鄭州市17,280元、淄博市30,000元）、人件

費、車両代（ガソリン代、登録代等）、会議・研修・セミナー開催費、出張旅費、プロジェクト

事務所の維持管理費等を負担した。これまでの合計投入額は、鄭州市が3,111,000人民元、淄博市

が2,398,440人民元である。 

（2） カウンターパートの配置 
北京では、国際合作科技司の他、水資源司のプロジェクトダイレクターの下に、国際経済技術

合作交流センター（以下センター）から正副プロジェクトマネージャーと12名のカウンターパー

ト（国際合作科技司から3名、水資源司から3名、政策法規司から1名、センターから5名）が配置

された。モデル都市では鄭州市で8名、淄博市で8名がカウンターパートとして配置された。 

（3） 便宜供与 
中国側は、専門家執務室を北京、鄭州市、淄博市にそれぞれ設置し、電話・インターネット環

境を提供し、専任の通訳を配置した。また、プロジェクト運転手手配などの便宜供与を行った。 
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2-2 活動実績 

 プロジェクトによる主な調査・セミナー・研修活動の実績は以下の通り。 
活動概要 回数 延べ参加者数 参加/対象組織 

現地視察・他組織との協議・ヒアリング 39  水利部、鄭州市、淄博市、北京市、

張掖市、銀川市、西安市、衝水市、

石家庄市、天津市、重慶市、西安

建築科技大学等 
節水技術研修 2 220 鄭州市、淄博市 
小セミナー（日本の事例・制度紹介、中

国の水資源管理検討等） 
15 573 水利部、鄭州市、淄博市、北京市、

銀川市、西安市、衝水市、石家庄

市、重慶市等 
モデル河川での小セミナー・説明会 23 181 鄭州市、淄博市 

 
 水資源管理制度の改善については、水利部と専門家による検討会が 3 回開催された。 
 ２つのモデル都市（鄭州市、淄博市）では、カウンターパートに対して OJT を通して河川の維持

流量の設定と利水計画の方法を指導している。 
 第１回合同調整委員会は 2009 年 6 月に開催された。 
 プロジェクト全体の進捗管理については、センターのカウンターパートと専門家が週 1 回打ち合

わせを行い、対応している。 

2-3 成果の実績 

本プロジェクトは、中国において節水型社会構築に必要となる効率的な水資源管理のための制度強

化を目標とし、下記５つの成果達成のための活動を行ってきた。その実績は以下の通りである。 

2-3-1 成果１ 

成果１： 効率的な水資源に関して、中国と日本の制度比較を通じて、中国の制度上の課題を抽出し、

制度改善（案）を提示する。 
指標： 

1. 日中協働作業を通じて、中国における水資源管理制度の現状と課題および改善の方向性について

整理され、内容が理解される。 
2. 効率的な水資源管理制度を中心とする節水型社会構築に関するテキスト・冊子（日本の制度紹介、

節水型社会構築指定都市におけるこれまでの成果と課題）ができる。 
3. 日中協働作業を通じて水資源管理制度改善（案）が作成される。 

 
2008年9月の日中双方の専門家による水資源管理制度セミナーや、節水型社会構築指定都市におけ

る成果や課題の調査、2009年1月以降の日中共同の水資源管理検討会等を通じて、中国における水資

源管理制度の現状、日本と中国の水資源管理制度の相違、改善すべき課題とその方向性についての整

理がなされた。こうした活動に基づき、2009年9月「中国の水資源管理制度に関する検討内容（案）」

がとりまとめられ、セミナーにおいて今後の制度改善の対象となる項目の設定とその方向性について

認識共有が行われた。 

これまでの水資源管理制度セミナー、2009年5月の節水技術研修を通じて、日本の制度紹介の資料

はほぼ整備された。また、節水型社会構築指定都市を中心に、北京市、天津市、河南省鄭州市、山東

省淄博市、重慶市、甘粛省張掖市、陝西省西安市、寧夏回族自治区銀川市、河北省石家庄市に対して
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これまでの節水型社会構築に向けての成果と課題に関するヒアリングと資料収集・整理を行った。今

後、さらなるヒアリング調査等を行って充実を図ったうえで、テキスト・冊子としてとりまとめる予

定である。 

2009年9月までに「中国の水資源管理制度に関する検討内容（案）」として、今後の制度改善の対

象となる項目の設定とその方向性についてとりまとめたが、現在、各項目についてその具体化に向け

た検討が行われており、2010年3月までに原案がとりまとめられる予定である。 

2-3-2 成果２ 

成果２： 河川の維持流量をモデル河川で設定・検証し、設定方法についての維持流量設定ガイドラ

イン（案）が作成される。 
指標： 

1. モデル河川に対する維持流量の設定手法と同設定案の内容が理解され、モデル河川で維持流量設

定（案）が検証される。 
2. 日中協働作業を通じて、全国へ適用できる部分と類似地域へ適用できる部分を考慮した維持流量

設定ガイドライン（案）が作成される。 
 
モデル都市C/Pとともに現地踏査、水文観測データの収集、河川測量等の作業を行い、モデル河川

での維持流量設定（案）が作成された。また、その過程で、モデル都市C/Pとともに、過去のモデル

河川の状況や河川に望むものについてのヒアリング、モデル都市C/Pに対するセミナーを実施し、河

川の維持流量の設定の考え方について説明をした。こうした過程を通じて、維持流量の設定手法と同

設定案の内容については基本的な考え方は理解されている。また、水利部に対しても、2008年12月、

2009年3月の業務報告の中で説明と議論を行い、同様に理解がなされている。 

モデル河川における維持流量設定（案）の検証については、鄭州市のモデル河川である賈魯河にお

いて2009年5月8日～28日に尖崗ダムの補修にともなう放流の機会を利用した観察や、2009年8月10日
より5日間にわたり常庄ダムからの放流実験を行い、その妥当性が確認された。淄博市のモデル河川

である孝婦河についても放流実験の実施については合意されており、11月16日から5日間の放流を行

った。 

既にモデル河川を対象として、日本の維持流量設定手法を参考とした、維持流量設定のための、現

地調査、資料収集、指標の設定、維持流量の設定というフローチャートが作成済みであり、今後、モ

デル河川での作業をベースとして、維持流量設定ガイドライン（案）を作成することとなるが、2010
年3月までにその原案を作成する予定である。同ガイドライン（案）については、維持流量設定の基

本的な考え方ならびにアプローチ法を全国へ適用できるものとするため、これまでの日本および諸外

国の実際の設定アプローチおよび中国の研究成果を参考として検討を重ね、プロジェクト終了時まで

には完了する見込みである。 

2-3-3 成果３ 

成果３： 効率的な利水計画をモデル河川で策定・検証し、地下水管理や水質改善のあり方も含めた

利水計画策定方法についてのガイドライン（案）が作成される。 
指標： 
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1. モデル河川に対する利水計画案の策定手法と同計画案の内容が理解され、モデル河川において、

利水計画（案）の検証が行われる。 
2. 日中協働作業を通じて、全国へ適用できる部分と類似地域へ適用できる部分を考慮した利水計画

策定ガイドライン（案）が作成される。 
 
モデル都市C/Pとともに現地踏査、水文観測データの収集、河川モデルの作成等の作業を行い、モ

デル河川での利水計画（案）が作成済みである。また、その過程で、モデル都市C/Pとともに、取水

状況についての実態調査、水位観測の計画作成や水位観測所の設置検討を行ってきたほか、モデル都

市C/Pに対するセミナーを数回にわたって行い、利水計画の作成の考え方について説明をしており、

こうした過程を通じて、利水計画の作成手法と同計画案の内容については理解されている。また、水

利部に対しても、2008年12月、2009年3月の業務報告の中で説明と議論を行い、同様に理解がなされ

ている。 

モデル河川における利水計画（案）の検証については、鄭州市のモデル河川である賈魯河において

2009年5月に尖崗ダムの補修にともなう放流の機会を利用した観察や、2009年8月に5日間、常庄ダム

からの放流実験を行い妥当性が確認された。淄博市のモデル河川である孝婦河についても11月16日か

ら5日間の放流実験が行われた。 

既にモデル河川を対象として、日本の利水計画作成手法を参考とした、利水計画作成のための、現

地調査、資料収集、河川モデルの作成、基準地点の設定、基準地点流量の設定、ダム運用計画の作成、

利水シミュレーションの実施、フィードバックというフローチャートが作成済みであり、今後、モデ

ル河川での作業をベースとして、利水計画設定ガイドライン（案）を作成することとなるが、2010
年3月までにその原案を作成する予定である。 

同ガイドラインの作成に当たっては、2008年9月から2009年6月までの水利部及びモデル都市C/Pと
の議論を通じて、モデル河川を含む中国北部地域において水資源管理上の大きな課題となっている地

下水管理や水質改善のあり方についても盛り込む必要があると判断され、2009年6月の合同調整委員

会においてこれらの内容を盛り込むことが合意された。具体的には、鄭州市モデル河川を対象として

地下水管理に関するモデル的な検討を行い、淄博市モデル河川を対象として水質改善に関するモデル

的な検討を行い、同ガイドラインに反映される。これを受けて、既に2009年8月より鄭州市を対象と

した地下水管理、淄博市を対象とした水質改善の調査を開始しており、2009年12月までにこれらの結

果を取りまとめ、2010年3月までに同ガイドラインに反映される見込みである。 

利水計画ガイドライン（案）については、全国へ適用できるものとするため、降雨量等の条件が異

なる全国各地の状況を踏まえた検討が必要であるが、プロジェクト終了時までの完了が見込まれる。 

2-3-4 成果４ 

成果４： 成果１～３の結果を踏まえ、節水型社会構築に資する効率的な水資源管理のための総合的

な制度改善（案）が作成され、研修を通して水資源管理者の能力が向上する。 
指標： 

1. 日中の制度比較や節水型社会構築指定都市における取組成果、モデル河川における維持流量設定

ガイドライン及び利水計画ガイドラインを基に、効率的な水資源管理のための総合的な水資源管
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理制度改善（案）が日中協働作業により取りまとめられる。 
2. 研修を受けた水資源管理者が 800 人に達する。 

 
総合的な水資源管理制度改善（案）のパーツとなる、日中の制度比較をベースとした水資源管理制

度改善（案）、維持流量設定ガイドライン（案）、利水計画ガイドライン（案）について、2010年3
月を目途に概略取りまとめが完了する予定である。また、節水型社会構築指定都市における取組成果

については、水資源制度管理改善（案）に反映するとともに、事例集としてとりまとめる予定であり、

プロジェクト終了時までに追加調査の結果を受けて随時充実される。 

水資源管理制度改善（案）等の成果品の取りまとめ後は、成果の普及・研修が予定されている。2010
年度、2011年度にそれぞれ、全国の水資源管理者200人程度、鄭州市、淄博市、北京市の水資源管理

者に対して毎回100人程度を対象とした研修を行う予定である。 

2-3-5 成果５ 

成果５： 節水型社会構築のための水利用者に対する研修及び住民・児童・学生に対する普及・啓発

活動を行う能力が強化される。 
指標： 

1. 日中協働作業による節水に関する普及啓発活動、節水技術研修の開催に参加した水資源管理者が

500 人に達する。 
2. 研修を受けた水資源管理者が 1200 人に達する。 

 
現在まで鄭州市と淄博市及び北京市におけるセミナー、ワークショップへの参加者は573名、節水

技術研修への参加者は220名となっている。3都市とはこれまで協議を重ね、節水普及啓発拠点の整備、

教材の作成、節水型公園の整備、水資源管理制度の改善、節水技術研修、普及啓発活動など幅広い分

野での協力を実施中である。 

プロジェクトの後半においては、モデル都市及び北京市において日本水フォーラムの節水リーダー

による節水の普及啓発活動に関するセミナー、ワークショップの実施の他、一般住民を対象とした宣

伝・教育、節水テキストの作成などの活動が予定されている。 

2-4 プロジェクト目標 

プロジェクト目標： 中国において節水型社会構築に必要となる効率的な水資源管理のための制度が

強化される。 
指標： 2010 年末までに、節水型社会構築に関する提言としての総合的な制度改善（案）が作成され

る。 
 
この総合的な制度改善（案）は、本プロジェクトの成果である、水資源管理制度改善（案）、利水

計画の作成ガイドライン（案）、維持流量設定ガイドライン（案）を総合的に取りまとめることによ

って完成される。水資源管理制度改善（案）については「中国の水資源管理制度に関する検討内容（案）」

がとりまとめられ、今後の制度改善の対象となる項目の設定とその方向性を示したところであり、引

き続きその具体化について検討し、2010年3月を目途に原案が完成する予定である。利水計画の作成

ガイドライン（案）、維持流量設定ガイドライン（案）については、2009年3月までにモデル河川に
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おいて利水計画（案）、維持流量設定（案）を作成し、2009年5月より順次その実証を進めていると

ころであり、2010年3月までにガイドライン（案）の原案を取りまとめることとしている。 

 





 

3-1 

第3章 評価結果 

3-1 妥当性 

 中国では、人口増加、工業化、経済発展に伴い水不足が顕在化している。同国の水資源量は一人

当たりの水量にして世界平均の 1/4 で、全国の 2/3 の都市に程度は異なるが水不足が生じ、平年

的な全国の水不足は 400 億トンに達している。このため、中国政府は「水利発展第 11 次５カ年

計画（2007 年 5 月）」で、水資源の効果的な保護と節約・利用を引き続き強調し、節水中心、汚

染対策優先、複数のルートの財源の開発、節水型社会の構築の全面的な推進、粗放式の水資源の

開発・利用方式の転換を図り、循環経済の発展に力を入れ、水資源の利用効率・効果を引き上げ

ることを表明した。また、国家発展改革委員会、水利部、建設部も 2010 年を目標とする「節水

型社会構築第 11 次５ヵ年計画」を策定し、水資源需要問題の緩和のために節水型社会の構築が

急務であり、そのために、経済構造と産業配置における水資源の収容力に対する考慮が不足して

いること、用水の節約を促進する法規体系が不完全であること、水資源の高効率利用を促進する

インセンティブメカニズムが不完全であること、節水施設の整備と技術研究・開発及び普及度が

不足していること、社会全体の節水意識を強化する必要があること等を解決すべき課題として挙

げている。本プロジェクトによる水資源管理制度の改善や、利水計画の作成及び河川維持流量の

設定支援は、効率的な水利用を促進するという中国政府の方針に合致している。また、節水技術

研修や節水の普及啓発活動を実施することは、節水型社会づくりをさらに進める上で重要な役割

を果たすことになる。 

 2 モデル都市の選択は一定妥当であった。河南省鄭州市と山東省淄博市の２つのモデル都市は、

顕著な水質汚濁、環境流量の枯渇、過剰な揚水による地下水位の低下などの課題が顕在化してお

り、中国政府が進める「南水北調」事業の受水地域であることから、課題解決のモデルという意

味では適切な選択であった。ただし、２つの河川は流量が尐ないなど類似性が高く、全国展開を

図る上では南の流量の多い河川を今後考慮していくことが必要である。プロジェクト開始当初、

両モデル河川では水質汚濁改善や地下水管理が緊急の課題であり、河川維持流量確保はモデル都

市の優先課題ではなかった。このため、2009 年 6 月に PDM を改訂し、水質汚濁との関連での水

質改善概略計画と、河川基底流量との関連での地下水管理方向性の検討を一河川づつ追加し、地

元ニーズへの対応が図られた。 

 節水技術の導入や節水の普及啓発活動の実施へのニーズは高い。国および地方レベルで熱心に取

り組みが進められており、生活用水の節水を進めるために市民の意識改革や再生水利用技術等へ

のニーズも高い。中国では全国平均で工業用水の再利用率は 30%（2006 年の水利部資料）、日本

は約 79%（2007 年の経済産業省経済統計）、中国の全国平均の都市給水管網の漏水損失率は 20%
（2005 年）、日本は 7.8%（2003 年の厚生労働省水道統計）で、節水の先進的な事例が豊富であり、

日本では節水型のトイレなど電化製品・工業製品の普及も進んでいる。このため、中国側から日

本の経験を普及啓発活動に取り入れることへの高いニーズがある。 

 中国に対する JICA 国別援助計画の中で、「環境問題など地球規模の問題に対処するための協力」

を重点分野に特定している。その中で「水資源の管理強化」プログラムが明記されており、本プ

ロジェクトは同プログラムの一部として位置づけられており、妥当である。 
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3-2 有効性 

 総合的な制度改善（案）は、(1) 水資源管理制度改善（案）、(2) 利水計画の作成ガイドライン（案）、

(3) 維持流量設定ガイドライン（案）の３つの成果をとりまとめたものとなる。(1)の水資源管理

制度改善（案）については、2009 年 9 月、その基本となる「中国の水資源管理制度に関する検討

内容（案）」が取りまとめられ、2010 年 3 月を目途に原案のとりまとめが予定されている。(2)と
(3)については、2009 年 3 月、モデル河川の利水計画（案）と維持流量設定（案）が作成された。

現在、実証が進められており、2010 年 3 月までに、北京と２モデル都市との間でガイドライン（案）

の内容・項目についてのすり合わせを行った後、原案が取りまとめられる見込みである。以上の

点から、プロジェクト目標達成に向け進捗はほぼ計画通りに進んでいる。 

 ２つのモデル都市では、カウンターパートが専門家の指導を受けてフィールド調査、データ収

集・分析作業を行い、利水計画作りと維持流量設定の方法・プロセスについての理解を深めてい

る。ただし、まだカウンターパート単独で利水計画を策定できるプランニング能力は不足してお

り、ガイドライン策定後は、ガイドラインに基づく具体的な業務計画作りなどの能力強化を図る

ことが予定されている。北京ではカウンターパートは検討会、セミナー、節水技術研修や自治体

等関係者へのヒアリング調査を通して、水資源管理制度の課題と改善の方策について、日本との

比較において理解を深めている。 

 節水技術研修はこれまでに２つのモデル都市で約 220 名が参加し、参加者の関心は非常に高かっ

た。プロジェクト終了までに 1200 名が研修を受講する予定であり、総合的な制度改善（案）に

ついての理解が広がることが期待される。これまでの研修について参加者の関心・意欲は高いも

のの、具体的な学習効果（研修参加者による研修内容の試行・活用実績）は把握されておらず、

どの程度の実効性があったか判断できない。 

 節水の普及啓発については、日本の経験を伝える教材・資料が整備され活用可能である。プロジ

ェクト後半は普及啓発活動に重点を置くことが予定されており、対象者の規模と内容についても

拡大される。普及啓発の効果を高めるために、２モデル都市を中心とした実効性ある普及啓発活

動の考案・試行が期待される。 

3-3 効率性 

 日中の専門家、機材、日中のローカルコスト負担は計画通り実施されている。北京、２つのモデ

ル都市での活動も実施計画通りの進捗状況にある。手続きの遅れによる本邦研修の実施時期の遅

れと、2008 年 5 月に発生した四川大地震の影響による一部 C/P の投入の遅れが生じたが、プロジ

ェクトの進捗に大きな影響は出ていない。評価チームによるセンター、鄭州市、淄博市に対する

質問票調査の結果によれば、日中双方の投入量・タイミングとも適切であった。 

 プロジェクトの直接のカウンターパート機関であるセンター、２つのモデル都市のカウンターパ

ート機関である鄭州市供水節水弁公室、淄博市水資源管理弁公室ともカウンターパートは積極的

にプロジェクト活動に従事している。センターのカウンターパートと専門家が週一回の打ち合わ

せを行い、プロジェクトの進捗管理を行っている。 

 検討会の開催については、日中双方が一層コミュニケーションと連携の仕組みを改善・強化する

ことが必要である。水資源管理制度の改善（案）の作成作業は、水利部関係部局による水資源管
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理検討会が定期的に会議を開催して検討を進めることとなっている。水資源管理検討会は、2008
年 7 月のインセプションレポート説明会において、検討会の設置と構成部局について合意された

が、2009 年 1 月まで開催することができず、これまでの開催実績は 3 回である。2009 年 6 月の

合同調整委員会でより積極的に会議を開催していくことが合意されたが、6 月以降の開催は１回

のみである。このため、今後、月 1 回の開催を原則として頻繁に検討会を開催し、実効性の高い

改善案を作成することが重要である。 

 モデル都市の鄭州市では直接のカウンターパート機関は供水節水弁公室である。同弁公室の主業

務は地下水管理と節水の普及啓発であり、ガイドライン策定等では水資源管理の総括と法規整

備・実施を主管する上位機関の一層の関与が必要である。現在、水利局から 1 名がカウンターパ

ートとして配置されているが、水利局としての関与・役割強化が求められる。淄博市は水資源管

理と節水普及啓発活動を主たる業務としているが、水資源管理の主たる内容は地下水管理であり、

水利漁業局との連携が必要である。また、２つのサイトとも、維持流量の設定や水質管理につい

ては環境保護局との連携強化も必要である。 

 プロジェクト後半には研修・普及啓発が中心的な活動となるため、実施体制、予算確保、研修・

普及の人員確保と人材育成、実施アプローチ、研修後の評価・フォローアップ等について具体的

なプラン作りが必要である。 

3-4 インパクト 

 中国では国および地方レベルで積極的に節水型社会のモデル構築に取り組んでいる。本プロジェ

クトで作成される総合的な水資源管理制度改善（案）には一元的な利水管理の導入などこれまで

の中国における水資源管理の手法を改善する新たな政策提言が含まれるため、政策的なインパク

トは極めて大きい。ただし、プロジェクトの枠内では制度改善案を提示することが目標であり、

その後、政策・制度の確立までの体制（例えば水利部内のワーキンググループの設置）やプロセ

スは明確でないため、具体的なロードマップが必要である。 

 本プロジェクトにおいては、モデル河川での現地調査、河川モデルの作成、利水計画（案）、維

持流量設定（案）の作成、ダム放流を伴う実証実験、水位観測所の設置等を中国側 C/P と協働し

て行うこととしており、また、利水計画作成ガイドラインの一環として、モデル河川における河

川基底流量保全との関連での地下水管理、流域を対象とした水質対策について検討し、方向性を

示すこととしている。これらは、これまで中国では普及していない手法であり、本プロジェクト

の全国の水資源管理者に対する研修によって、水資源管理能力の強化が可能である。 

 中国北部地域の河川では、一年を通して極めて河川の流量が尐なく、河川維持流量がほとんど確

保できていない河川がほとんどである。ダムからの放流が可能であるなど一定の条件はあるもの

の、本プロジェクトを通じて確保すべき河川の維持流量が政策目標として設定されることにより、

河川環境の改善が見込まれる。また、中国北部の水不足が顕著な地域では、地下水位の低下、河

川水質の悪化が激しく、大きな問題となっている。本プロジェクトにおいては、利水計画作成ガ

イドラインの一環として、地下水管理、水質対策についての方向性を示すにとどまるが、これを

もとにして中国側で具体的な取り組みを展開することにより、利用可能な河川流量の増加が見込

まれる。 
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 中国では既に自治体レベルでも水の利用者に対する普及啓発活動が行われている。今後、本プロ

ジェクトでは日本の経験やプロジェクトでの取り組みを加えて、全国の自治体で活用可能な研修

教材の開発、講師人材の育成が予定されている。実効性の高い普及啓発の体制と仕組みが導入さ

れれば、節水の指定都市を中心に広く活用されることが期待される。 

3-5 自立発展性  

 プロジェクト開始後、節水型社会構築を推進する方針やそのためのアプローチに変更はなく、水

資源管理制度の改善、節水技術の強化・普及、節水の普及啓発は引き続き重要な政策課題となっ

ており、政府方針は継続されることが見込まれる。 

 プロジェクトの実施期間中は、総合的な水資源管理制度改善（案）の検討会が政策面・制度面の

改善を提案するが、現時点ではプロジェクト後、検討会がどのように水利部に継承されるか明確

でない。節水技術研修や水資源管理制度に関する研修については、センターが積極的に本プロジ

ェクトの実施を通じて得た成果をプロジェクト後、全国の水資源管理者向けに普及する必要があ

る。モデル都市では、OJT を通じて中国側の人材が育成されており、プロジェクト後半には、育

成された人材が上位機関との協議を行い、策定された利水計画を政策として認知されるよう働き

かけることが期待される。 

 モデル河川における実証を経て、本プロジェクトで提案される利水計画作成ガイドライン（案）、

維持流量設定ガイドライン（案）は全国において適用できる共通事項と、地域の特性に応じて検

討すべき地域事項とからなる。地域の特性に応じて検討すべき地域事項については、今後全国各

地での検討、実証を経てそれぞれに作成される必要があるが、本プロジェクトにおける検討プロ

セスは共通のものとして活用できるものであり、全国へ参考となる手法である。 

 節水型社会構築指定都市においては、水利部局に市民向けの普及啓発を担当する部署があり活動

実績がある。普及啓発のための予算も毎年計上されていることから、プロジェクト後の継続性は

高いと想定される。 

3-6 結論 

節水型社会構築は中国政府の重要な政策課題の一つであり、プロジェクトの妥当性は高い。日中双

方のプロジェクトの投入は計画通りで、プロジェクトの成果目標もほぼ計画通りに達成されている。

日中双方で十分な検討を積み上げることで、実効性のある水資源管理制度改善案を作成できる見込み

である。プロジェクトによる水資源管理制度の改善案が実際に制度として導入されれば、効率的な水

利用を大きく向上させる可能性がある。プロジェクトで実施中の技術研修や普及啓発活動については、

有効な実施方法を確立できれば、節水型社会構築指定都市を中心に広範な自治体で活用されると思わ

れる。研修・普及啓発活動、水資源管理制度の改善の仕組みや体制作りはまだ十分ではなく、プロジ

ェクト後半の重要な課題である。 
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第4章 提言 

水利部への提言： 
 中国の実情に合致した総合的な水資源管理制度改善（案）を策定するためには、検討会メンバー

の積極的な関与が必要である。そのために、検討会を月１回を原則として、より頻繁に開催する

と同時に、水利部幹部への検討内容のブリーフィングとフィードバックを確実に行うことを提案

する。 

 今後、「総合的な水資源管理制度改善（案）」の提案内容が制度化されることが期待される。その

ために、検討会では制度導入に向けたプロセスや課題についても中国・日本側双方で継続的な情

報・意見交換を行うことを提案する。 

 プロジェクトでは節水技術研修など研修が活発に実施されることが予定されているが、研修実施

にあたっては、プロジェクト後を想定した節水技術研修プログラムの確立と実施体制の構築（予

算措置、実施主体の明確化含む）をすすめることを提案する。 

センター、モデル都市のカウンターパート、専門家チームへの提言： 
 専門家、センター、２つのモデル都市、北京市が、研修・啓発の実施・評価・フォローアップの

方法と普及啓発キット等実効性の高いツール開発を含めた、実施計画案を早期に作成することを

提案する。 

 モデル都市での成果をもとに、2 都市のカウンターパートが上位機関との協議を積極的に行い、

策定された利水計画が政策として認知されるよう働きかけることを提案する。 
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総

括
/
生

態
環

境
/
河

川
環

境
伊

藤
　

毅
C

T
II

河
川

観
測

/
水

文
・
水

理
中

村
　

和
弘

C
T

II

池
松

　
健

C
T

II

21

6
1

18 18
10

6

2

18
5

23

地
下

水
管

理
山

田
　

清

み
す

ず
綜

合
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

23

房
　

偉
権

22

22

26

実
績

22
20

22
計

画

計
画

17
1818

水
質

改
善

計
画

井
上

 智
美

C
T

II
4

22

17
18

17
18

8

22

現 　 地 　 調 　 査

17
18

27

11
9

実
績

5

国
慶

節
春

節
国

慶
節

春
節

国
慶

節
春

節
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク

パ
ラ

リ
ン

ピ
ッ

ク

1
日

は
入

院
検

査

付
属
資
料
2

2



8
24

6
17

26
1

1
8

(3
)水

利
部

C
/
P
の

ア
サ

イ
ン

実
績

（
2
0
0
9
年

9
月

末
時

点
）

政
策

法
规司

体
改
处副

处
长

张 
海
龙

国
际经

济技
术合

作
交

流
中

心
项目

管
理
处

孙
 
 
岩

国
际经

济技
术合

作
交

流
中

心
项目

管
理
处

5

2
0
1
1

2
0
1
0

田
 
 
砚

国
际经

济技
术合

作
交

流
中

心
项目

管
理
处

管
 恩

宏
水
资源

管
理

司
节水

处处
长

国
际合

作
与

科
技

司
国
际

一
处处

长

熊
 向

阳

国
际

合
作

与
科

技
司

国
际

一
处

处

平
成

2
2
年

度

2
0
0
9

平
成

2
0
年

度

2
0
0
8

3
7

1
8

3

平
成

2
1
年

度

4
1
2

2
1
0

1
1

2
3

4
5

8
6

1
0

1
7

9

　
　

氏
　

　
　

名
役

職

朱
  
 绛

国
际经

济技
术合

作
交

流
中

心
副

主
任

朱
  
 纬

樊
 彦

芳
国
际经

济技
术合

作
交

流
中

心
项目

管
理
处

王
　

晋
蘇

刘
 勇

攀
水
资源

管
理

司
节水

处

吴
 浓

娣

9
1
0

于
 
兴

军

国
际经

济技
术合

作
交

流
中

心
项目

管
理
处处

长

6

刘
 
 
志

广
国

际
合

作
与

科
技

司
副

司
长

国
际经

济技
术合

作
交

流
中

心
主

任

6
1
1

1
7

8
9

1
1

1
2

2
1
2

国
慶

節
春

節
国

慶
節

春
節

国
慶

節
春

節
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク

パ
ラ

リ
ン

ピ
ッ

ク

C
o
n
st

an
tl
y 

as
si

gn
A

ss
ig

n
 f

o
r 

n
e
c
e
ss

it
y

付
属
資
料
2

3



8
24

6
17

26
1

水
資

源
科

科
長

胡
 
成

忠
 
H
u
 
C
h
e
n
g
z
h
o
n
g

工
程

技
術

科
科

長

陈 
青

峰
 
C
h
e
n
 
Q
i
n
g
f
e
n
g

副
科

長

王
 
志
录 

W
a
n
g
 
Z
h
i
l
u

計
画

科
科

長

李
 
国

卿
 
L
i
 
G
u
o
q
i
n
g

副
主

任

洪
 
玉
锡 

H
o
n
g
 
Y
u
x
i

副
主

任

李
 
郑生

 
L
i
 
Z
h
e
n
g
s
h
e
n
g

杨 
庆 

Y
a
n
g
 
Q
i
n
g

公
会

主
席

2
0
1
1

2
0
1
0

平
成

2
1
年

度

主
任

3

平
成

2
0
年

度

7
1

8
3

2
9

2
0
0
9

1
1

1
0

9
1
1

5
8

1
5

平
成

2
2
年

度

2
0
0
8

4
1
2

2
1
0

1
1

1
2

4

(4
)鄭

州
市

供
水

節
水

弁
公

室
C

/
P
の

ア
サ

イ
ン

実
績

（
2
0
0
9
年

9
月

末
時

点
）

1
2

1
2

7
8

9
6

7

　
　

氏
　

　
　

名
役

職
6

任
 
长江

 
R
e
n
 
C
h
a
n
g
j
i
a
n
g

1
0

3

国
慶

節
春

節
国

慶
節

春
節

国
慶

節
春

節
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク

パ
ラ

リ
ン

ピ
ッ

ク

C
o
n
st

an
tl
y 

as
si

gn
A

ss
ig

n
 f

o
r 

n
e
c
e
ss

it
y

付
属
資
料
2

4



8
24

6
17

26
1

(5
) 

淄
博

市
水

資
源

管
理

弁
公

室
C

/
P
の

ア
サ

イ
ン

実
績

（
2
0
0
9
年

9
月

末
時

点
）

1

　
　

氏
　

　
　

名
役

職
6

2
6

7
1

王
 孝

勤
 W

an
g 

X
ia

o
q
in

総
工

程
師

5

张 
善

忠
 Z

h
an

g 
S
h
an

zh
o
n
g

1
0

3
4

1
2

7
8

9

平
成

2
2
年

度

2
0
0
8

4
1
2

2
1
0

1
1

1
2

2
9

2
0
0
9

1
1

1
0

9
1
1

5
8

2
0
1
1

2
0
1
0

平
成

2
1
年

度

主
任

3

平
成

2
0
年

度

7
1

8
3

朱
 云

山
 Z

h
u
 Y

u
n
sh

an
副

総
工

程
師

胡
 正

信
 H

u
 Z

h
en

gx
in

副
主

任

周
 鹏

 Z
h
o
u
 P

en
g

副
主

任

 

陈 
继奎

 C
h
en

 J
ik

u
i

開
発

科
科

長

陈 
青

 C
h
en

 Q
in

g
節

水
科

科
長

张 
青

 Z
ha

ng
 Q

in
g

国
慶

節
春

節
国

慶
節

春
節

国
慶

節
春

節
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク

パ
ラ

リ
ン

ピ
ッ

ク

C
o
n
st

an
tl
y 

as
si

gn
A

ss
ig

n
 f
o
r 

n
e
c
e
ss

it
y

付
属
資
料
2

5



更
新

日
：
2
0
0
9
年

1
0
月

2
0
日

N
o
.

物
品

名
型

　
番

目
　

的
主

な
仕

様
数

量
納

品
日

設
置

場
所

も
し

く
は

保
管

場
所

管
理

責
任

者
機

材
譲

渡
書

備
考

1

ノ
ー

ト
P
C

富
士

通
V

1
0
2
0

短
期

専
門

家
用

パ
ソ

コ
ン

本
体

(1
)

A
C

ア
ダ

プ
タ

ー
(1

)
ﾏ

ﾆ
ｭ
ｱ

ﾙ
(1

)
保

証
書

1
2
0
0
8
年

7
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

2

ノ
ー

ト
P
C

東
芝

S
at

te
lit

eL
3
1
1

短
期

専
門

家
用

パ
ソ

コ
ン

本
体

(1
)

A
C

ア
ダ

プ
タ

ー
(1

)
ﾏ

ﾆ
ｭ
ｱ

ﾙ
(1

)
保

証
書

1
2
0
0
8
年

7
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

3

コ
ピ

ー
機

シ
ャ

ー
プ

A
R
-
M

2
0
9

日
常

業
務

用
複

合
機

本
体

（
1
台

）
イ

ン
ス

ト
ー

ル
用

C
D

（
1
枚

）
ﾏ

ﾆ
ｭ
ｱ

ﾙ
（
1
）

保
証

書

1
2
0
0
8
年

7
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

4

デ
ジ

タ
ル

ビ
デ

オ
キ

ャ
ノ

ン
H

F
1
1

活
動

記
録

用
本

体
（
1
）

A
C

用
電

源
ケ

ー
ブ

ル
（
1
）

接
続

ケ
ー

ブ
ル

(3
)

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
1
）

保
証

書

1
2
0
0
8
年

1
2
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

5

デ
ジ

タ
ル

カ
メ

ラ
ニ

コ
ン

C
o
o
l 
P
ix

 S
6
0
0

日
常

業
務

用
本

体
（
1
）

充
電

器
（
1
）

マ
ニ

ュ
ア

ル
(1

)
保

証
書

2
2
0
0
8
年

1
2
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

6
ミ

ニ
バ

ン
車

ト
ヨ

タ
P
R
E
V

IA
日

常
業

務
用

マ
ニ

ュ
ア

ル
(1

)
1

2
0
0
8
年

1
2
月

中
国

水
利

部
中

国
水

利
部

有

7
ミ

ニ
バ

ン
車

ト
ヨ

タ
P
R
E
V

IA
日

常
業

務
用

マ
ニ

ュ
ア

ル
(1

)
1

2
0
0
8
年

1
2
月

鄭
州

供
水

節
水

弁
公

室
鄭

州
供

水
節

水
弁

公
室

有

8
ミ

ニ
バ

ン
車

ト
ヨ

タ
P
R
E
V

IA
日

常
業

務
用

マ
ニ

ュ
ア

ル
(1

)
1

2
0
0
8
年

1
2
月

淄
博

水
資

源
管

理
弁

公
室

淄
博

水
資

源
管

理
弁

公
室

有

9

プ
ロ

ジ
ェ

ク
タ

ー
東

芝
T

D
P
-
P

研
修

用
本

体
（
1
）

リ
モ

コ
ン

（
1
）

リ
モ

コ
ン

用
U

S
B

(1
)

マ
ニ

ュ
ア

ル
(1

)
保

証
書

(1
)

1
2
0
0
9
年

3
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

1
0

フ
ァ

ッ
ク

ス
パ

ナ
ソ

ニ
ッ

ク
K

X
-

F
L
3
1
8
C

N
日

常
業

務
用

本
体

（
1
）

マ
ニ

ュ
ア

ル
(1

)
保

証
書

(1
)

1
2
0
0
9
年

3
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

1
1

イ
ン

ク
ジ

ェ
ッ

ト
プ

リ
ン

タ
ー

エ
プ

ソ
ン

R
2
7
0

カ
ラ

ー
印

刷
用

本
体

（
1
）

イ
ン

ス
ト
ー

ル
用

C
D

マ
ニ

ュ
ア

ル
(1

)
保

証
書

(1
)

1
2
0
0
9
年

3
月

北
京

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ事

務
所

長
期

専
門

家
チ

ー
ム

未

(6
) 
供

与
機

材
一

覧
 (
水

利
部

）

付
属
資
料
2

6



更
新

日
：
2
0
0
9
年

1
0
月

1
5
日

N
o
.

品
　

名
型

　
番

目
　

的
主

な
仕

様
数

量
単

価
（
JP

Y
）

合
計

金
額

（
JP

Y
）

納
品

日
設

置
場

所
も

し
く

は
保

管
場

所
*
（
）
内

は
数

量
管

理
責

任
者

機
材

譲
渡

書
備

　
考

1
可

搬
式

流
速

計
（
直

読
式

流
速

計
）

G
L
/
H

H
5
-
F
P
2
0
1

流
速

観
測

流
速

計
（
1
）

中
国

語
版

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
1
）

英
語

版
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
1
）

2
1
7
1
,3

5
3

3
4
2
,7

0
6

2
0
0
9
年

2
月

Z
h
en

gZ
h
o
u
市

節
水

公
室

（
1
）

Z
ib

o
市

弁
公

室
（
1
）

短
期

専
門

家
モ

デ
ル

チ
ー

ム
未

2
簡

易
水

質
測

定
ｷ
ｯ
ﾄ

未

2
-
1

B
O

D
観

測
セ

ッ
ト

B
O

D
－

K
B

O
D

（
河

川
用

）
の

測
定

溶
存

酸
素

キ
ッ

ト
（
ア

ン
プ

ル
3
0
本

他
）

無
機

栄
養

塩
液

、
培

養
用

ガ
ラ

ス
ビ

ン
6
本

取
り

扱
い

説
明

書
（
日

本
語

）
6

1
3
,3

0
5

7
9
,8

3
0

2
0
0
9
年

1
月

Z
h
en

gZ
h
o
u
市

節
水

公
室

（
3
）

Z
ib

o
市

弁
公

室
（
3
）

短
期

専
門

家
モ

デ
ル

チ
ー

ム
未

本
邦

調
達

2
-
2

M
in

i 
O

p
ti
小

型
比

色
計

M
in

i 
O

p
ti
 B

H
-
3

低
濃

度
C

O
D

/
高

濃
度

C
O

D
の

測
定

機
器

本
体

（
1
）

ｻ
ﾝ

ﾌ
ﾟﾘ

ﾝ
ｸ
ﾞ管

（
L
iq

u
id

 t
ra

n
sf

er
 g

u
n
）
（
1
）

コ
ン

セ
ン

ト
（
1
）

防
水

ケ
ー

ス
（
1
）

中
国

語
版

機
器

操
作

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
1
）

中
国

語
版

分
析

操
作

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
1
）

保
証

書
（
1
）

4
4
3
,0

3
8

1
7
2
,1

5
2

2
0
0
9
年

3
月

Z
h
en

gZ
h
o
u
市

節
水

公
室

（
2
）

Z
ib

o
市

弁
公

室
（
2
）

短
期

専
門

家
モ

デ
ル

チ
ー

ム
未

当
初

購
入

予
定

で
あ

っ
た

B
H

-
2
の

ﾊ
ﾞｰ

ｼ
ﾞｮ

ﾝ
ｱ

ｯ
ﾌ
ﾟ版

2
-
3

M
in

i 
O

p
ti
小

型
比

色
計

M
in

i 
O

p
ti
 B

H
-
3

濁
度

の
測

定

機
器

本
体

（
1
）

ｻ
ﾝ

ﾌ
ﾟﾘ

ﾝ
ｸ
ﾞ管

（
L
iq

u
id

 t
ra

n
sf

er
 g

u
n
）
（
1
）

コ
ン

セ
ン

ト
（
1
）

防
水

ケ
ー

ス
（
1
）

比
色

管
（
2
）

中
国

語
版

機
器

操
作

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
1
）

中
国

語
版

分
析

操
作

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
1
）

保
証

書
（
1
）

4
4
0
,1

6
9

1
6
0
,6

7
5

2
0
0
9
年

3
月

Z
h
en

gZ
h
o
u
市

節
水

公
室

（
2
）

Z
ib

o
市

弁
公

室
（
2
）

短
期

専
門

家
モ

デ
ル

チ
ー

ム
未

当
初

購
入

予
定

で
あ

っ
た

B
H

-
2
の

ﾊ
ﾞｰ

ｼ
ﾞｮ

ﾝ
ｱ

ｯ
ﾌ
ﾟ版

2
-
4

M
in

i 
O

p
ti
小

型
比

色
計

M
in

i 
O

p
ti
 B

H
-
3

全
り

ん
（
T

-
P
）
/
全

窒
素

（
T

-
N

）の
測

定

機
器

本
体

（
1
）

ｻ
ﾝ

ﾌ
ﾟﾘ

ﾝ
ｸ
ﾞ管

（
L
iq

u
id

 t
ra

n
sf

er
 g

u
n
）
（
1
）

コ
ン

セ
ン

ト
（
1
）

防
水

ケ
ー

ス
（
1
）

分
解

チ
ュ

ー
ブ

（
2
）

中
国
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ｽ
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ﾙ
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ﾀ
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ﾏ

ﾆ
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ﾙ
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節
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0
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ﾋ
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ﾏ

ﾆ
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ﾙ
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ﾗ
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ﾙ
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バ
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節
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バ
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P
S
5
0

水
位

観
測

バ
ブ

ル
ポ

ッ
ド

E
P
S
5
0
（
1
）

英
語

版
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
1
）

2
8
5
,5

1
2

1
7
1
,0

2
4

2
0
0
9
年

7
月

Z
h
en

gZ
h
o
u
市

節
水

公
室

（
2
）

短
期

専
門

家
モ

デ
ル

チ
ー

ム
未

同
上

(7
)モ

デ
ル

河
川

関
連

供
与

機
材

一
覧

付
属
資
料
2

7



更
新

日
：
2
0
0
9
年

1
0
月

1
5
日

N
o
.

品
　

名
型

　
番

目
　

的
主

な
仕

様
数

量
単

価
（
JP

Y
）

合
計

金
額

（
JP

Y
）

納
品

日
設

置
場

所
も

し
く

は
保

管
場

所
*
（
）
内

は
数

量
管

理
責

任
者

機
材
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チ
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、
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ノ
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弁
公

室
（
1
）

未
定

未
今

年
度

中
に

調
達

予
定付

属
資
料
2
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年
月

日
内

容
場

所
受

講
者

数
（
人

）
利

用
資

料
名

1

2
0
0
8
/
9
/
2
5

水
資

源
管

理
制

度
検

討
会

（
セ

ミ
ナ

ー
）

北
京

市

4
0

日
本

に
お

け
る

生
態

流
量

設
定

：
小

林
、

日
本

に
お

け
る

流
水

管
理

：
三

石
真

也
、

福
岡

市
節

水
型

都
市

づ
く

り
：

児
玉

豊

2

2
0
0
9
/
1
/
1
4

小
セ

ミ
ナ

ー
(日

本
の

渇
水

状
況

と
対

応
)

重
慶

市
水

務
局

1
0

日
本

の
渇

水
状

況
と

対
応

：
竹

島
睦

3

2
0
0
9
/
2
/
1
9

小
セ

ミ
ナ

ー
、

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
(福

岡
市

に
お

け
る

節
水

型
都

市
づ

く
り

）
鄭

州
市

節
水

供
水

弁
公

室

2
0

福
岡

市
に

お
け

る
節

水
型

都
市

づ
く

り
：
児

玉
豊

4

2
0
0
9
/
2
/
2
3

小
セ

ミ
ナ

ー
、

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
(福

岡
市

に
お

け
る

節
水

型
都

市
づ

く
り

）
淄

博
市

水
資

源
弁

公
室

3
0

福
岡

市
に

お
け

る
節

水
型

都
市

づ
く

り
：
児

玉
豊

5

2
0
0
9
/
2
/
2
7

小
セ

ミ
ナ

ー
(福

岡
市

に
お

け
る

節
水

型
都

市
づ

く
り

）
北

京
市

水
利

科
学

研
究

所

1
0

福
岡

市
に

お
け

る
節

水
型

都
市

づ
く

り
：
児

玉
豊

6

2
0
0
9
/
3
/
2
4

鄭
州

市
節

水
工

作
会

議
に

お
け

る
講

演
（
日

本
に

お
け

る
節

水
の

取
り

組
み

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
概

要
）

鄭
州

市

2
0
0

日
本

に
お

け
る

節
水

の
取

り
組

み
：
竹

島
睦

7

2
0
0
9
/
5
/
1
8
～

5
/
1
9

節
水

技
術

研
修

鄭
州

市

1
1
0

日
本

の
水

資
源

管
理

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

：
竹

島
睦

、
日

本
に

お
け

る
生

活
用

水
分

野
の

節
水

の
取

組
み

、
日

本
に

お
け

る
再

生
水

利
用

の
制

度
と

技
術

：
吉

村
雅

之
、

日
本

に
お

け
る

工
業

用
水

道
の

節
水

の
取

り
組

み
と

制
度

：
梅

島
秀

樹
、

日
本

に
お

け
る

工
業

用
水

道
に

か
か

る
節

水
技

術
：
藤

岡
哲

雄

8

2
0
0
9
/
5
/
2
1
～

5
/
2
2

節
水

技
術

研
修

淄
博

市

1
1
0

日
本

の
水

資
源

管
理

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

：
竹

島
睦

、
日

本
に

お
け

る
生

活
用

水
分

野
の

節
水

の
取

組
み

、
日

本
に

お
け

る
再

生
水

利
用

の
制

度
と

技
術

：
吉

村
雅

之
、

日
本

に
お

け
る

工
業

用
水

道
の

節
水

の
取

り
組

み
と

制
度

：
梅

島
秀

樹
、

日
本

に
お

け
る

工
業

用
水

道
に

か
か

る
節

水
技

術
：
藤

岡
哲

雄

9

2
0
0
9
/
7
/
1
3

小
セ

ミ
ナ

ー
(日

本
に

お
け

る
水

資
源

管
理

)
銀

川
市

水
利

局

3

日
本

に
お

け
る

水
資

源
管

理
：
竹

島
睦

1
0

2
0
0
9
/
7
/
1
5

小
セ

ミ
ナ

ー
(日

本
に

お
け

る
水

資
源

管
理

)
西

安
市

水
務

局

5

日
本

に
お

け
る

水
資

源
管

理
：
竹

島
睦

1
1

2
0
0
9
/
9
/
1
7

水
資

源
管

理
検

討
会

（
セ

ミ
ナ

ー
）

北
京

市

1
5

中
国

の
水

資
源

管
理

に
関

す
る

検
討

内
容

：
竹

島
睦

、
（
短

期
専

門
家

の
分

を
加

筆
）

1
2

2
0
0
9
/
9
/
2
2

小
セ

ミ
ナ

ー
(日

本
に

お
け

る
水

資
源

管
理

)
石

家
庄

水
務

局

6

日
本

に
お

け
る

水
資

源
管

理
：
竹

島
睦

1
3

2
0
0
9
/
9
/
2
3

小
セ

ミ
ナ

ー
(日

本
に

お
け

る
水

資
源

管
理

)
衡

水
市

水
務

局

4

日
本

に
お

け
る

水
資

源
管

理
：
竹

島
睦

1
4

2
0
0
9
/
1
0
/
1
3

小
セ

ミ
ナ

ー
（
中

国
の

水
資

源
管

理
に

関
す

る
検

討
内

容
）

淄
博

市
水

資
源

弁
公

室

7

中
国

の
水

資
源

管
理

に
関

す
る

検
討

内
容

：
竹

島
睦

1
5

2
0
0
9
/
1
0
/
1
5

小
セ

ミ
ナ

ー
（

中
国

の
水

資
源

管
理

に
関

す
る

検
討

内
容

）
鄭

州
市

節
水

供
水

弁
公

室

3

中
国

の
水

資
源

管
理

に
関

す
る

検
討

内
容

：
竹

島
睦

5
7
3

計

(8
) 

北
京

　
研

修
・
セ

ミ
ナ

ー
実

績
（
開

始
～

2
0
0
9
/
1
0
）

付
属
資
料
2
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N
o
.

名
　
称

日
　
付

発
表
者
（
モ
デ
レ
ー
タ
含
む
）

参
加
者
数
(
現
地

側
の
み
）

備
　

考
（

実
施

場
所

等
）

利
用

資
料

名
と

マ
テ

リ
ア

ル
の

種
類

1
水

に
関

す
る

モ
デ

ル
都

市
の
問
題
把
握
P
C
M
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
（

鄭
州
市
）

2
0
0
8
/
8
/
2
0

古
川
、
伊
藤
、
房
、
M
r
.
L
i

G
u
o
q
i
n
g
 
(
C
/
P
)

6
鄭

州
市

C
/
P
会

議
室

P
C
M
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
目

的
と

進
め

方
（

P
P
T
）

、
P
C
M
問

題
ツ

リ
ー

（
P
C
M
カ

ー
ド

等
）

2
水

に
関

す
る

モ
デ

ル
都

市
の
問
題
把
握
P
C
M
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
（

ツ
ー
ボ
ー

市
）

2
0
0
8
/
8
/
2
7

古
川
、
伊
藤
、
房

8
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
会

議
室

P
C
M
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
目

的
と

進
め

方
（

P
P
T
）

、
P
C
M
問

題
ツ

リ
ー

（
P
C
M
カ

ー
ド

等
）

3
水

量
と

水
質

の
簡

易
的

分
析
手
順
に
関
す
る
小
セ
ミ
ナ
ー
（
鄭
州
市
）

2
0
0
8
/
1
1
/
1
3

古
川

6
鄭

州
市

C
/
P
会

議
室

水
量

の
分

析
手

順
（

P
P
T
）

,
 
水

質
の

分
析

手
順

（
P
P
T
）

4
水

量
と

水
質

の
簡

易
的

分
析
手
順
に
関
す
る
小
セ
ミ
ナ
ー
（
ツ
ー
ボ
ー

市
）

2
0
0
8
/
1
1
/
2
0

古
川

7
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
会

議
室

水
量

の
分

析
手

順
（

P
P
T
）

,
 
水

質
の

分
析

手
順

（
P
P
T
）

5
環

境
流

量
（

河
川

維
持

流
量
）
お
よ
び
水
文
解
析
モ
デ
ル
の
考
え
方
に
関

す
る

小
セ

ミ
ナ

ー
（

鄭
州
市
）

2
0
0
8
/
1
2
/
9

伊
藤
、
中
村

3
鄭

州
市

C
/
P
会

議
室

環
境

流
量

の
考

え
方

（
P
P
T
）

,
 
水

文
解

析
モ

デ
ル

の
考

え
方

（
P
P
T
)

6
環

境
流

量
（

河
川

維
持

流
量
）
お
よ
び
水
文
解
析
モ
デ
ル
の
考
え
方
に
関

す
る

小
セ

ミ
ナ

ー
（

ツ
ー
ボ
ー
市
）

2
0
0
8
/
1
2
/
1
7

伊
藤
、
中
村

7
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
会

議
室

環
境

流
量

の
考

え
方

（
P
P
T
）

,
 
水

文
解

析
モ

デ
ル

の
考

え
方

（
P
P
T
)

7
利

水
計

画
（

案
）

の
策

定
お
よ
び
生
態
水
需
要
量
（
河
川
維
持
流
量
）

（
案

）
の

設
定

結
果

に
関
す
る
小
セ
ミ
ナ
ー
（
鄭
州
市
）

2
0
0
9
/
3
/
4

古
川
、
伊
藤
、
池
松

1
0

鄭
州

市
C
/
P
会

議
室

ジ
ャ

ー
ル

ー
川

に
お

け
る

利
水

計
画

（
案

）
（

P
P
T
）

8
利

水
計

画
（

案
）

の
策

定
お
よ
び
生
態
水
需
要
量
（
河
川
維
持
流
量
）

（
案

）
の

設
定

結
果

に
関
す
る
小
セ
ミ
ナ
ー
（
ツ
ー
ボ
ー
市
）

2
0
0
9
/
3
/
1
0

古
川
、
伊
藤
、
池
松

8
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
会

議
室

シ
ャ

オ
フ

ー
川

に
お

け
る

利
水

計
画

（
案

）
（

P
P
T
）

9
利

水
計

画
（

案
）

の
策

定
お
よ
び
生
態
水
需
要
量
（
河
川
維
持
流
量
）

（
案

）
の

設
定

結
果

に
関
す
る
進
捗
報
告
（
北
京
市
）

2
0
0
9
/
3
/
1
2

古
川
、
伊
藤
、
池
松

5
中

国
北

京
水

利
部

会
議

室
ジ

ャ
ー

ル
ー

川
お

よ
び

シ
ャ

オ
フ

ー
川

に
お

け
る

利
水

計
画

（
案

）
（

P
P
T
）

1
0
利
水

計
画

（
案

）
に

基
づ
い
た
水
利
施
設
運
用
計
画
（
案
）
の
小

セ
ミ

ナ
ー

（
鄭

州
市

）
2
0
0
9
/
5
/
1
4

古
川
、
伊
藤

4
鄭

州
市

C
/
P
会

議
室

利
水

計
画

（
案

）
に

基
づ

い
た

水
利

施
設

運
用

計
画

（
案

）
（

P
P
T
)

1
1
利
水

計
画

（
案

）
に

基
づ
い
た
水
利
施
設
運
用
計
画
（
案
）
の
小

セ
ミ

ナ
ー

（
ツ

ー
ボ

ー
市

）
2
0
0
9
/
5
/
1
9

古
川
、
伊
藤

4
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
会

議
室

利
水

計
画

（
案

）
に

基
づ

い
た

水
利

施
設

運
用

計
画

（
案

）
（

P
P
T
)

1
2
利
水

計
画

（
案

）
の

策
定
お
よ
び
生
態
水
需
要
量
（
河
川
維
持
流

量
）

（
案

）
の

設
定

結
果

検
討
会
（
北
京
市
）
（
第
1
回
J
C
C
の
一
部
）

2
0
0
9
/
6
/
5

古
川
、
伊
藤

1
5
中

国
北

京
水

利
部

会
議

室
モ

デ
ル

河
川

に
対

す
る

利
水

計
画

（
案

）
お

よ
び

水
利

施
設

運
用

計
画

（
案

）
（

P
P
T
)

1
3
利
水

計
画

（
案

）
に

基
づ
い
た
水
利
施
設
運
用
計
画
（
案
）
の
鄭

州
市
水

利
施

設
関

連
機

関
へ

の
説
明
会

2
0
0
9
/
7
/
1
4

古
川

6
鄭

州
市

C
/
P
会

議
室

ジ
ャ

ー
ル

ー
川

で
の

水
利

施
設

運
用

計
画

（
案

）
（

P
P
T
)

1
4
利
水

計
画

（
案

）
に

基
づ
い
た
水
利
施
設
運
用
計
画
（
案
）
の
ツ

ー
ボ
ー

市
水

利
施

設
関

連
機

関
へ
の
説
明
会

2
0
0
9
/
8
/
5

古
川

1
6

ツ
ー

ボ
ー

市
C
/
P
会

議
室

シ
ャ

オ
フ

ー
川

で
の

水
利

施
設

運
用

計
画

（
案

）
（

P
P
T
)

1
5
水
文

お
よ

び
水

収
支

解
析
に
関
す
る
小
セ
ミ
ナ
ー
（
鄭
州
市
）

2
0
0
9
/
8
/
1
2

中
村
、
池
松

1
0

鄭
州

市
C
/
P
会

議
室

ジ
ャ

ー
ル

ー
川

で
の

水
収

支
分

析
の

ダ
ム

運
用

分
析

（
P
P
T
)

1
6
G
I
S
-
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
小

セ
ミ
ナ
ー
（
鄭
州
市
）

2
0
0
9
/
8
/
1
3

D
r
.
 
C
h
e
n
,
 
M
s
.
 
Z
h
a
o
（
サ

ポ
ー
ト
エ
ン
ジ
ニ
ア
）

1
9

鄭
州

市
C
/
P
会

議
室

鄭
州

市
で

の
G
I
S
-
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
（

P
P
T
)

1
7
地

下
水

問
題

検
討

小
セ

ミ
ナ
ー
（
鄭
州
市
）

2
0
0
9
/
8
/
1
8

古
川
、
山
田

4
鄭

州
市

C
/
P
会

議
室

ジ
ャ

ー
ル

ー
川

で
の

地
下

水
管

理
ア

プ
ロ

ー
チ

（
P
P
T
)

1
8
水
質

改
善

計
画

小
セ

ミ
ナ
ー
（
ツ
ー
ボ
ー
市
）

2
0
0
9
/
8
/
2
0

古
川
、
井
上

8
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
会

議
室

シ
ャ

オ
フ

ー
川

で
の

水
質

改
善

化
計

画
の

基
本

的
な

ア
プ

ロ
ー

チ
（

P
P
T
)

1
9
水
文

お
よ

び
水

収
支

解
析
に
関
す
る
小
セ
ミ
ナ
ー
（
ツ
ー
ボ
ー
市

）
2
0
0
9
/
8
/
2
6

中
村
、
池
松

3
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
会

議
室

シ
ャ

オ
フ

ー
川

で
の

水
収

支
分

析
と

ダ
ム

運
用

分
析

（
P
P
T
)

2
0
G
I
S
-
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
小

セ
ミ
ナ
ー
（
ツ
ー
ボ
ー
市
）

2
0
0
9
/
8
/
2
7

D
r
.
 
C
h
e
n
,
 
M
s
.
 
Z
h
a
o
（
サ

ポ
ー
ト
エ
ン
ジ
ニ
ア
）

8
ツ

ー
ボ

ー
市

C
/
P
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